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平成13年3月期         中 間 決 算 短 信（連結）      平成12年11月28日 

上 場 会 社 名               日本精工株式会社           上場取引所  東・大・名・京・福・札                                                                             
コ ー ド 番 号               ６４７１                           本社所在都道府県  
問合せ先  責任者役職名               執行役員 経理部長                  東京都 
            氏        名         三木 玄夫                          TEL（03）3779-7056   
中間決算取締役会開催日               平成12年11月28日 
親会社名    －    （コード番号：   －    ）            親会社における当社の株式保有比率：   －  ％ 
 
 
１．12年9月中間期の連結業績 （平成12年4月1日～平成12年9月30日） 
（１）連結経営成績  

  売上高 営業利益 経常利益 
 
12年 9月中間期 
11年 9月中間期 

百万円

２６８，４９４ 
２３９，９８１ 

％ 
   11.9 
   1.8 

百万円

１２，１５１ 
６，９４８ 

％ 
74.9 

 △25.5 

百万円

７，８６９ 
３，０６７ 

％ 
156.6 

 △58.2 

12年 3月期 ４８６，５３９  １４，７０１   ８，４９０   

 
 中間（当期）純利益 

１株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり 
中間（当期）純利益 

 
12年 9月中間期 
11年 9月中間期 

百万円 
５，９５９ 
１，１６４ 

％ 
411.8 

 △78.3 

円    銭 
１０ ６２ 
２  ０７ 

円    銭 
１０ ５３ 

－ 

12年 3月期 ２，７９８   ４  ９８  －  
 （注）①持分法投資損益  12年9月中間期   1,613百万円   11年9月中間期   1,397百万円    12年3月期   3,298百万円 
        ②中間期末のデリバティブ取引の評価損益    △33百万円  
        ③会計処理の方法の変更       無 
        ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

（２）連結財政状態 

 総   資   産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
               百万円               百万円               ％          円    銭 

12年9月中間期       ６９６，０２９       ２２９，２３４      ３２．９     ４０８ ４３ 
11年9月中間期       ６７５，０８９       ２１５，９３３      ３２．０     ３８４  ５８ 
12年3月期       ６６８，７７４       ２１５，９９１      ３２．３     ３８４ ６５ 

 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による          
キャッシュ・フロー 

投資活動による         
キャッシュ・フロー 

財務活動による         
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期末残高 

               百万円               百万円               百万円               百万円 

12年9月中間期         １２，５３９        △７，０９１          ７１９        ６７，４８２ 
11年9月中間期             ―            ―            ―            ― 
12年3月期         ２０，３７１        １５，２４４      △１９，０７１        ６１，６１３ 

 
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項  

連結子会社数   ６９社       持分法適用非連結子会社数    ０社      持分法適用関連会社数   ２２社 
 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結   （新規）    なし   （除外）  ５社                   持分法  （新規）  なし    （除外）  なし 
          

２．13年3月期の連結業績予想（平成12年4月1日～平成13年3月31日） 

 売    上    高 経  常  利  益 当 期 純 利 益 

                   百万円                      百万円                      百万円 
通  期 ５３５，０００      ２０，０００       １２，０００ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   ２１円 ３８銭     
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１．企業集団の状況 
事業の内容 

当社グループは、当社、子会社 6９社及び関連会社 2２社により構成されており、軸受、自動車関連部品、精密

機器関連部品・電子応用製品の３部門に関係する事業を主として行っております。その製品は、自動車、電機・情

報機器、工作機械、産業機械、鉄道・産業車両、鉄鋼等多くの産業に使用されております。 

軸受については玉軸受、ころ軸受及びそのユニット製品を製造しております。自動車関連部品についてはステア

リング、シートベルト、自動変速機（ＡＴ）用部品等があります。精密機器関連部品についてはボールねじ、リニ

アガイド等の精密直動案内部品があり、電子応用製品についてはメガトルクモータ、精密位置決めテーブル等の精

密メカトロニクス機器があります。 

 

各事業における当社及び関係会社の位置付け等は次のとおりであります。 

    事 業 部 門                   主 要 製 造 会 社                         主 要 販 売 会 社 

                         当    社                                 当    社 

                         エヌエスケー・マイクロプレシジョン（株）    エヌエスケー販売（株） 

                       ※井上軸受工業（株）                       ＮＳＫコーポレーション社 

                         ＮＳＫコーポレーション社                 ＮＳＫ－ＲＨＰカナダ社 

                         ＮＳＫブラジル・ベアリング社             ＮＳＫブラジル・ベアリング社 

          玉  軸  受     ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社           ＮＳＫ－ＲＨＰ ＵＫ社 

                         ＮＳＫ－ＲＨＰベアリング社               ＮＳＫ－ＲＨＰドイツ社 

                         ＮＳＫイスクラ社                         ＮＳＫイスクラ社 

                         ＮＳＫベアリング・インドネシア社         ＮＳＫインターナショナル（シンガポール）社 

軸  受                   ＮＳＫマイクロプレシジョン（Ｍ）社       ＮＳＫシンガポール社 

                         昆山恩斯克有限公司                       昆山恩斯克有限公司 

                         ＮＳＫ韓国社                             ＮＳＫ韓国社 

          ころ軸受       当    社                                 エヌエスケー・オートリブ（株） 

                         ＮＳＫ－ＲＨＰベアリング社               ナステック社 

          針状ころ軸受 ※エヌエスケー・トリントン（株）           ナステック・ヨーロッパ社 

                         新日本鋼球（株）                          

          鋼球（部品） ※（株）天辻鋼球製作所                      

                         ＮＳＫ－ＡＫＳプレシジョンボール社 

                         NSK-AKS プレシジョンボール・ヨーロッパ社 

                         当    社                               

                       ※エヌエスケー・ワーナー（株）           

自動車関連部品           エヌエスケー・オートリブ（株） 

                         ナステック社 

                         ナステック・ヨーロッパ社 

精密機器関連部品・       当    社                  

電子応用製品           ＮＳＫコーポレーション社                           
 
※は持分法適用会社であり、当社及び持分法適用会社以外は連結子会社であります。 
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以上の事業の概略を系統図によって示すと、次のとおりであります。 

 

 

                  代 理 店 ・ 販 売 店 ・ 大 口 需 要 先 等 

 

 

国内販売会社              海外販売会社 

        ｴﾇｴｽｹｰ販売㈱               N S K-RHP ｶﾅﾀﾞ社 

                                    N S K-RHP UK社 

                                    N S K-RHP ﾄﾞｲﾂ社 

                                    N S K ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ)社 

                                    N S K ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ社                                                                                   

国内製造・販売会社                         

  ｴﾇｴｽｹｰ･ｵｰﾄﾘﾌﾞ㈱ 

 

 

             日  本  精  工  （株） （当  社）                      海外製造・販売会社    

（軸受、自動車関連部品、精密機器関連部品・電子応用製品                軸受・精密機器関連部品 

                                               の製造及び販売）                 N S K ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ社 

                                                                      軸受 

                                                                        N S K ﾌﾞﾗｼﾞﾙ･ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ社 

                                                                        N S K ｲｽｸﾗ社 

国内製造会社                   海外製造会社                             昆山恩斯克有限公司 

  軸受                           軸受                                   N S K 韓国社 

  ※ｴﾇｴｽｹｰ･ﾄﾘﾝﾄﾝ㈱                 N S K ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ社              自動車関連部品    

    ｴﾇｴｽｹｰ･ﾏｲｸﾛﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝ㈱          N S K-RHP ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ社                  ﾅｽﾃｯｸ社 

  ※井上軸受工業㈱                 N S K ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ･ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ社               ﾅｽﾃｯｸ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ社 

 鋼球（部品）                      N S K ﾏｲｸﾛﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝ(M)社                       

    新日本鋼球㈱                 鋼球（部品）                             

  ※㈱天辻鋼球製作所               N S K-AKS ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝﾎﾞｰﾙ社 

 自動車関連部品                    N S K-AKS ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝﾎﾞｰﾙ                      

  ※ｴﾇｴｽｹｰ･ﾜｰﾅｰ㈱                                   ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ社                  は製品の流れ 

                                                           は部品等の流れ 

                                                                                             

上記以外の主要な会社として、米州、欧州におきましては、それぞれの地域の関係会社の統括を行う 

ＮＳＫアメリカズ社とＮＳＫ－ＲＨＰヨーロッパ社があります。 

 

※は持分法適用会社であり、当社及び持分法適用会社以外は連結子会社であります。 
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２．経営方針 

 

１．経営の基本方針 

  当社は第一に、ワールドワイドに広がるユーザーの多様なニーズに対し、最高の信頼を得られるよ

うに技術力と生産及び販売の展開力等、総力を結集して応えてまいります。第二に、当社の基幹技術

である摩擦と潤滑を自在に制御するトライボロジー技術を通して、豊かな社会の実現と地球環境の負

荷の軽減に貢献してまいります。第三に、世界各地に広がる生産拠点が、それぞれの地域社会で良き

企業市民になることを目指しております。この三つの方針を通し、21 世紀に国際的に評価される優良

企業の仲間入りをしたいと考えております。 
 

２． 利益配分の基本方針 

   当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営方針の一つとしております。配当につきまして

は、安定的な配当を継続実施していくことを基本とし、業績水準、配当性向等を総合的に勘案して決

定していきたいと考えております。 
 

３．中長期的な経営戦略 

事業の選択と集中を図り、グローバルな視点からの事業展開の枠組み作りをし、戦略事業へ重点的

な資源の配分を行ってまいります。第一に、グローバルな視点に立ったコスト競争力を図るため「最

適地生産」のネットワークを広げながら、国内外により効率的な生産体制を構築していきます。次に

ＩＴ関連を中心とした成長分野や、グローバルな事業提携を発展させながら電動パワーステアリング

やＣＶＴなどの自動車関連の新しい事業を積極的に展開してまいります。また、東南アジア、中国、

韓国、東欧などの生産拠点を生かして、グローバルロジスティックスを展開しながら玉軸受での世界

Ｎｏ.１メーカーを目指します。 
 

４．コーポレートガバナンスの充実に関する施策 

  「経営の意思決定並びに監督機能」と「業務執行機能」の分離を行い、より効率的でかつ迅速な経

営の推進のため、取締役会の構成人数の最適化、執行役員制の導入、社外取締役の選任を平成 11 年 6

月より実施しております。本年４月には執行役員体制をさらに見直し、積極的に若手の登用を行うと

共に、グループ経営力の強化を図りました。更に、社外取締役を長とした報酬委員会により、取締役

と執行役員に対する報酬体系を見直し、会社経営の透明性の向上に努めております。 
 

５． 対処すべき課題 

国内生産体制及び販売体制の再編成、調達コストの削減、棚卸資産の削減並びに有利子負債の削減

等を図ると共に、年金財政の健全化を推進し、更なる財務体質及び収益体質改善を行います。また、

海外は、特に欧州の事業基盤の再構築によって海外事業の収益力を強化します。 

販売体制の再編成につきましては、国内の販売子会社と当社の自動車及び一部その関連メーカー向

け以外の国内販売部門を本年４月にエヌエスケー販売株式会社に集約し、全国規模の直販体制としま

した。また、シートベルト事業につきましては、スウェーデンのオートリブ社に段階的に事業を譲渡

することとしました。 

このように、連結経営の時代にふさわしいグループ企業と一体となった経営を進めてまいります。 
 

６．目標とする経営指標 

   安定的な収益力を表わすものとして営業利益率を重んじ、資産の効率性を追求するとともに、キャ

ッシュ・フローにも目を向け、株主資本利益率（ROE）の向上を目指してまいります。 
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３．経営成績 

 

1 .   当中間期の概況 

  （１）業  績 

当中間期におけるわが国経済は、政府の景気回復に軸足をおいた政策効果やアジア経済の回復などの

影響に加え、民間企業を中心に自律的回復に向けた動きが続きましたが、厳しい状況をいまだ脱してお

らず、緩やかな改善が続いている状況でした。一方、海外におきましては、米国経済は一部に減速が見

られましたが、全体としては堅調に推移しました。欧州経済はユーロ安を背景に確実に拡大しており、

アジア各国においても景気は着実に回復しております。 

このような状況にあって当社グループは、引き続き生産コストの削減、経費節減に取り組むとともに、

収益体質の改善に向けた事業構造改革として、購入原価の削減、国内販売体制の見直し、欧州事業の再

編成、有利子負債の削減等を進めてまいりました。一方で、今後ますます需要の拡大が期待されます精

密機器関連製品や当社のコア商品である玉軸受につきましては、国内外において大幅な能力増強投資を

推進中であります。 

この結果、当中間期の業績は、売上高が2,684億94百万円と前年同期と比べ、285億13百万円(+11.9%)

の増収となりました。また、利益につきましては、営業利益は 121 億 51 百万円、経常利益は 78 億 69

百万円と、前年同期と比べ、それぞれ 52 億 3 百万円(+74.9%)、48 億 2 百万円(+156.6%)の増益となり

ました。 

また、退職給付会計の適用に伴い、退職給付債務の積立不足の一括償却額 179 億 7 百万円を特別損失

として計上する一方、退職給付信託を設定し、169 億 83 百万円の設定益を特別利益に計上いたしました。 

この結果、中間純利益は 59 億 59 百万円となり、前年同期に比べて 47 億 95 百万円(+411.8%)の増加

となりました。 

 

 

主な事業部門別業績は次のとおりであります。 

 

① 軸受 

  国内売上は自動車、工作機械、市販向けが増加し、海外も各地域とも増加したことにより、軸受部門

全体の売上高は 1,585 億 7 百万円と、前年同期に比べて 121 億 8 百万円(+8.3%)の増収となりました。 

 

② 自動車関連部品 

  国内の自動車販売台数が増加し、また自動変速機（ＡＴ）用部品が大きく売上を伸ばし、自動車関連

部品の売上高は、678 億 11 百万円と前年同期と比べて 90 億 65 百万円(+15.4%)の増収となりました。 

 

③ 精密機器関連部品・電子応用製品 

  国内販売は、半導体製造装置関連や IT関連産業を中心とした設備投資の伸びにより増加し、また、海

外販売も米州、欧州、アジア各地域とも大幅に増加したため、売上高は 282 億 74 百万円と前年同期と比

べて 82 億 95 百万円(+41.5%)と増収となりました。 
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所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 

① 日本 

国内販売では自動車、工作機械、市販向けが増加し、輸出につきましては、米州、欧州向けの増加に

加え、特にアジア向けが地域経済の回復に伴い、大幅に増加しました。 

この結果、売上高は 1,730 億 74 百万円と前年同期と比べ 177 億 96 百万円(+11.5%)の増収となり、営

業利益は 106 億 98 百万円となりました。 

 

② 米州 

北米においては精機製品や自動車用軸受が着実に販売を伸ばし、南米では特にブラジルで売上が大き

く増加しました。 

この結果、売上高は 400 億 99 百万円と前年同期と比べ 52 億 9 百万円(+14.9%)の増収となり、営業利

益は 28 億 4 百万円となりました。 

 

③ 欧州 

欧州において景気は拡大を続けており、販売は好調に推移しているものの、大幅なユーロ安の影響で、

売上高は 361 億 74 百万円と 16 億 61 百万円(+4.8%)の増にとどまりました。ユーロ安による収益悪化を

食い止めるために、販売の拡大や生産体制の見直し、間接部門の合理化などの事業の再編成を進めてお

りますが、当中間期は 14 億 50 百万円の営業損失となりました。 

 

④ アジア 

アジア経済は好調な輸出が景気回復を牽引しており、アセアン、中国での販売増により売上高は 191

億 45 百万円と前年同期に対して 38 億 46 百万円(+25.1%)の増収となり、営業利益は 21 億 46 百万円と

なりました。 

 

 

 

（２）キャッシュ・フローの状況 

 

当中間期の連結キャッシュ・フローの状況につきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは 125

億 39 百万円の増加となりました。主な内訳は、税金等調整前中間純利益が 90 億 11 百万円、減価償却費

124 億 19 百万円、物量の増加に伴う売上債権の増加額△159 億 90 百万円及び仕入債務の増加額 57 億 68

百万円、棚卸資産の減少額 27 億 91 百万円であります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出 143 億 66 百万円から投資有価

証券の売却による収入 50 億 26 百万円等を差引き、70 億 91 百万円の減少となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは 7 億 19 百万円の増加となりました。これは借入金の純減少額及び

社債の償還による支出 175 億 3 百万円、配当金の支払額 14 億 1 百万円及び平成 12 年 12 月に償還予定の

社債 300 億円に充当する為、平成 12 年４月に発行した社債による収入 200 億円によるものです。 

 これらの増減に為替換算差額を減算した結果、現金及び現金同等物の増加額は 58 億 69 百万円となり、

当中間期末の現金及び現金同等物の残高は 674 億 82 百万円となりました。 
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２．通期の見通し 

 

  今後の見通しにつきましては、国内は、企業業績が改善する中で設備投資の増加が続くなど緩やかな回

復の継続が見込まれます。海外につきましても、米国経済の減速懸念、ユーロなどの通貨安、原油高騰に

よる物価上昇等の懸念はありますもののアジア経済が引き続き好調を持続するなど、概ね順調に推移する

ものと期待されます。 

  通期の連結業績につきましては、国内向け需要の伸び等を見込み、売上高 5,350 億円、経常利益 200 億

円、当期純利益 120 億円を予想しております。なお、下半期の想定為替レートは１ＵＳドル＝105 円、１

ユーロ＝90 円であります。 

  当社はグループ全体として、引き続き生産コストの削減に取り組むとともに、欧州事業の再編成をはじ

めとする事業構造改革を推進してまいります。 
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 ４．中間連結財務諸表等   

 

連 結 貸 借 対 照 表  
 

(単位 百万円) 

科   目

 
当 中 間 期 

 (平成12年9月30日)
 

前年中間期 
 (平成11年9月30日)

 

前      期 
 (平成12年3月31日)

 
 

比 較 増 減 
対 前 期 

(資 産 の 部 )  
流 動 資 産  

 
３２９，７５６ 

 
４０２，１９７ 

 
３９２，４５９ 

  
△６２，７０３ 

現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 
有 価 証 券 
棚 卸 資 産 
そ の 他 の 流 動 資 産 
貸 倒 引 当 金 

 
固 定 資 産  

２９，２５５ 
１４４，０８１ 
３２，９３５ 
９７，０６２ 
２７，３８５ 

△９６３ 
 

３６６，２７２ 

２０，７５２ 
１２８，８９０ 
１１８，４６３ 
１１０，０３８ 
２５，１１１ 
△１，０５８ 

 
２５３，６２１ 

２４，３４２ 
１２９，８１３ 
１０８，２３７ 
１０１，５２６ 
３０，０７９ 
△１，５３９ 

 
２４７，６３１ 

 ４，９１３ 
１４，２６８ 

△７５，３０２ 
△４，４６４ 
△２，６９４ 

５７６ 
 

１１８，６４１ 

 
有 形 固 定 資 産  

 
１８８，１９９ 

 
１９１，８１８ 

 
１８５，３９６ 

  
２，８０３ 

建 物 及 び 構 築 物 
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 
土 地 
その他の有形固定資産 

 
無 形 固 定 資 産  

５８，３７６ 
８８，４８９ 
２３，４８９ 
１７，８４３ 

 
１，９６９ 

６１，６６１ 
９０，２５７ 
２２，９５８ 
１６，９４０ 

 
２，０８２ 

５９，７６４ 
８６，２３６ 
２３，１９２ 
１６，２０３ 

 
１，９７９ 

 △１，３８８ 
２，２５３ 

２９７ 
１，６４０ 

 
△１０ 

 
投 資 そ の 他 の 資 産  

 
１７６，１０３ 

 
５９，７２０ 

 
６０，２５４ 

  
１１５，８４９ 

投 資 有 価 証 券 
繰 延 税 金 資 産 
その他の投資その他の資産 

貸 倒 引 当 金 
 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

１６８，３８７ 
４７６ 

８，５５６ 
△１，３１６ 

 
－ 

４０，８８７ 
１０，６７３ 
９，２９６ 

△１，１３６ 
 

１９，２７０ 

４１，５１６ 
１０，５７９ 
９，２０９ 

△１，０４９ 
 

２８，６８３ 

 １２６，８７１ 
△１０，１０３ 

△６５３ 
△２６７ 

 
△２８，６８３ 

      

資 産 合 計 ６９６，０２９ ６７５，０８９ ６６８，７７４  ２７，２５５ 
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(単位 百万円) 

科   目

 
当 中 間 期 

 (平成12年9月30日)
 

前年中間期 
 (平成11年9月30日)

 

前      期 
 (平成12年3月31日)

 
 

比 較 増 減 
対 前 期 

(負 債 の 部 )  
流 動 負 債  

 
２６５，０１２ 

 
２５４，８８６ 

 
２８２，７１９ 

  
△１７，７０７ 

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 
短 期 借 入 金 
社 債 
未 払 法 人 税 等 
そ の 他 の 流 動 負 債 

 
固 定 負 債  

１０２，５８８ 
８９，７５８ 
３０，０００ 
３，３０４ 

３９，３６１ 
 

１９１，４１７ 

８８，７５７ 
１０９，４８４ 
１０，００７ 
３，２３２ 

４３，４０５ 
 

１９４，９９０ 

９９，４２３ 
１０６，７６３ 
３１，６６６ 
５，５２４ 

３９，３４２ 
 

１６０，９５１ 

 ３，１６５ 
△１７，００５ 
△１，６６６ 
△２，２２０ 

１９ 
 

３０，４６６ 

社 債 
長 期 借 入 金 
繰 延 税 金 負 債 
適格退職年金過去勤務債務 
退 職 給 与 引 当 金 
退 職 給 付 引 当 金 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 
そ の 他 の 固 定 負 債 

 

１１７，２７２ 
２６，２２１ 
１７，６４４ 

－ 
－ 

２０，３２４ 
１，３１０ 
８，６４４ 

１２７，２８３ 
２９，８９６ 
１，０３３ 

１３，８０１ 
１１，３２１ 

－ 
３７４ 

１１，２８１ 
 

９７，２７８ 
２５，６１０ 
１，５３８ 

１４，６３７ 
１２，２６２ 

－ 
４２４ 

９，１９９ 
 

 １９，９９４ 
６１１ 

１６，１０６ 
△１４，６３７ 
△１２，２６２ 
２０，３２４ 

８８６ 
△５５５ 

 

負 債 合 計 ４５６，４３０ ４４９，８７７ ４４３，６７０  １２，７６０ 

(少 数 株 主 持 分 )  
少 数 株 主 持 分  

 
１０，３６４ 

 
９，２７８ 

 
９，１１２ 

  
１，２５２ 

 
(資 本 の 部 )  
資  本  金 
資 本 準 備 金 
連 結 剰 余 金 
その他有価証券評価差額金 
為 替 換 算 調 整 勘 定 
自 己 株 式 
子会社の所有する親会社株式 

 
 

６７，１７０ 
８２，３５４ 
７０，８６９ 
３７，３２２ 

△２８，０１８ 
△３４５ 
△１１７ 

 
 

６７，１６４ 
８２，３４８ 
６６，５５５ 

－ 
－ 

△３ 
△１３２ 

 
 

６７，１６７ 
８２，３５１ 
６６，５９３ 

－ 
－ 

△２ 
△１１７ 

  
 

３ 
３ 

４，２７６ 
３７，３２２ 

△２８，０１８ 
△３４３ 

－ 
      

資 本 合 計 ２２９，２３４ ２１５，９３３ ２１５，９９１  １３，２４３ 

負 債 、 少 数 株 主 持 分 及 び 資 本 合 計  ６９６，０２９ ６７５，０８９ ６６８，７７４  ２７，２５５ 

                                                        当 中 間 期                    前年中間期                     前       期 

（注）１．有形固定資産の減価償却累計額    ３５６，０３８百万円   ３６１，２０５百万円   ３５０，０６０百万円 

 

２．受 取 手 形 割 引 高             ４５３百万円        ２，１３８百万円         １，４０１百万円 

         受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高         １１３百万円          １９２百万円           ２５１百万円 

         保 証 債 務 等     １，３２７百万円          ９９６百万円         １，４７３百万円 

       （保証類似行為を含む） 
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連 結 損 益 計 算 書  
  

(単位 百万円) 

科   目 

当 中 間 期 
 自 平成 12 年 4 月 1 日 
 至 平成 12 年 9 月 30 日 

前年中間期 
 自 平成 11 年 4 月 1 日 
 至 平成 11 年 9 月 30 日 

前      期 
 自 平成 11 年 4 月 1 日 
 至 平成12 年 3 月 31 日  

比 較 増 減 
 

対前年中間期 

 金 額 
対売上高 

比 率 
金 額 

対売上高 

比 率 
金 額 

対売上高 

比 率 
 

金 額 増減率 

 
 
売 上 高 
売 上 原 価 
売 上 総 利 益 

 
 

２６８，４９４ 
２１６，５４５ 
５１，９４９ 

％ 
 

100.0 
80.7 
19.3 

 
 

２３９，９８１ 
１９５，５３９ 
４４，４４２ 

％ 
 

100.0 
81.5 
18.5 

 
 

４８６，５３９ 
３９３，７１１ 
９２，８２７ 

％
 

100.0 
80.9 
19.1 

  
 

２８，５１３ 
２１，００６ 
７，５０７ 

％
 

11.9 
10.7 
16.9 

販売費及び一般管理費 
営 業 利 益 

３９，７９８ 
１２，１５１ 

14.8 
4.5 

３７，４９４ 
６，９４８ 

15.6 
2.9 

７８，１２６ 
１４，７０１ 

16.1 
3.0 

 
２，３０４ 
５，２０３ 

6.1 
74.9 

 
営 業 外 収 益 

 
５，１３６ 

 
1.9 

 
４，１５７ 

 
1.7 

 
９，０３６ 

 
1.9 

  
９７９ 

 
23.5 

受取利息及び配当金 
持分法による投資利益 
雑 益 

営 業 外 費 用 

１，３００ 
１，６１３ 
２，２２３ 

９，４１７ 

0.5 
0.6 
0.8 

3.5 

１，８０３ 
１，３９７ 

９５６ 

８，０３８ 

0.7 
0.6 
0.4 

3.3 

２，９２５ 
３，２９８ 
２，８１１ 

１５，２４７ 

0.6 
0.7 
0.6 

3.2 

 △５０３ 
２１６ 

１，２６７ 

１，３７９ 

△27.9 
15.4 

132.4 

17.2 
支 払 利 息 
雑 損 

経 常 利 益 

５，２３２ 
４，１８５ 

７，８６９ 

1.9 
1.6 

2.9 

５，３３１ 
２，７０７ 

３，０６７ 

2.2 
1.1 

1.3 

１０，３３２ 
４，９１４ 

８，４９０ 

2.1 
1.1 

1.7 

 △９９ 
１，４７８ 

４，８０２ 

△1.9 
54.6 

156.6 

 
特  別  利  益 １９，０４９ 7.1 １２，８２４ 5.3 ２１，３１８ 4.4 

 

６，２２５ 48.5 
 
 

有 価 証 券 売 却 益 
関係会社株式売却益 
退職給付信託設定益 
固 定 資 産 売 却 益 
過年度ダンピング税修正益 

特  別  損  失 

１，１１３ 
９５２ 

１６，９８３ 
－ 
－ 

１７，９０７ 

0.4 
0.4 
6.3 
－ 
－ 

6.6 

６，８６１ 
－ 
－ 

５，９６２ 
－ 

１３，５４１ 

2.8 
－ 
－ 

2.5 
－ 

5.6 

１４，０３７ 
－ 
－ 

６，４０８ 
８７２ 

２１，２０８ 

2.9 
－ 
－ 

1.3 
0.2 

4.3 

 

△５，７４８ 
９５２ 

１６，９８３ 
△５，９６２ 

－ 

４，３６６ 

△83.8 
－ 
－ 
－ 
－ 

32.2 
退職給付変更時差異償却 

事 業 構 造 改 善 費 用 
有 価 証 券 評 価 損 
希 望 退 職 関 連 費 用 

 
税 金 等 調 整 前 
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 

１７，９０７ 
－ 
－ 
－ 
 

９，０１１ 

6.6 
－ 
－ 
－ 
 

3.4 

－ 
２，３６９ 

６５２ 
１０，５１９ 

 

２，３４９ 

－ 
1.0 
0.3 
4.3 

 

1.0 

－ 
８，６７６ 
２，０１２ 

１０，５１９ 
 

８，５９９ 

－ 
1.8 
0.4 
2.1 

 

1.8 

 １７，９０７ 
△２，３６９ 

△ ６５２ 
△１０，５１９ 

 

６，６６２ 

－ 
－ 
－ 
－ 
 

283.5 

法人税､住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額 
少 数 株 主 利 益 

３，６７２ 
△６４９ 

２８ 

1.4 
△0.2 
0.0 

２，４０５ 
△１，４１９ 

１９９ 

1.0 
△0.6 
0.1 

７，７６８ 
△２，８３６ 

８６８ 

1.6 
△0.6 
0.2 

 １，２６７ 
７７０ 

△１７１ 

52.6 
△54.3 
△85.6 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ５，９５９ 2.2 １，１６４ 0.5 ２，７９８ 0.6 
 

４，７９５ 411.8 
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連 結 剰 余 金 計 算 書  
 

    (単位 百万円) 

科   目

 
当 中 間 期 

自 平成12 年 4 月 1 日 

至 平成12年9月 30 日 

前年中間期 
自 平成11 年 4 月 1 日 
至 平成11年9月 30 日 

前      期 
自 平成11 年 4 月 1 日 
至 平成12年3月 31 日 

 
比 較 増 減 

 

対前年中間期 

 
連 結 剰 余 金 期 首 残 高  

 
６６，５９３ 

 
６６，１８２ 

 
６６，１８２ 

  
４１１ 

 
 

連 結 剰 余 金 増 加 高  

 
 

－ 

 
 

６７３ 

 
 

５７７ 

  
 

△６７３ 

連結子会社増加に伴う増加 

持分法適用会社増加に伴う増加 

 
 

連 結 剰 余 金 減 少 高  

－ 
－ 
 
 

１，６８３ 

５６７ 
１０６ 

 
 

１，４６３ 

４８７ 
９０ 

 
 

２，９６４ 

 △５６７ 
△１０６ 

 
 

２２０ 

配 当 金 
役 員 賞 与 

 
 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益  

１，６８３ 
－ 
 
 

５，９５９ 

１，４０４ 
５９ 

 
 

１，１６４ 

２，８０７ 
１５７ 

 
 

２，７９８ 

 ２７９ 
△５９ 

 
 

４，７９５ 

 
 

連 結 剰 余 金 期 末 残 高  

 
 

７０，８６９ 

 
 

６６，５５５ 

 
 

６６，５９３ 

  
 

４，３１４ 
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連結キャッシュ・フロー計算書 
     (単位 百万円) 

当 中 間 期         

(自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日) 

前 期         

(自 平成11年４月１日
至 平成12年３月31日) 科         目 

金      額 金      額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   
 1. 税金等調整前中間（当期）純利益 ９，０１１ ８，５９９ 
 2. 減 価 償 却 費  １２，４１９ ２６，３４９ 
 3. 連 結 調 整 勘 定 償 却 額  － １，４９６ 
 4. 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額  △２６６ １０８ 
 5. 退 職 給 与 引 当 金 の 減 少 額  － △１，３２６ 
 6. 退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額  △１，２９８ ７５ 
 7. 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金  △１，３００ △２，９２５ 
 8. 支 払 利 息 ５，２３２ １０，３３２ 
 9. 有 価 証 券 評 価 損  － ２，０２０ 
 10. 持 分 法 に よ る 投 資 利 益 △１，６１３ △３，２９８ 
 11. 有 形 固 定 資 産 売 却 益  △５１９ △６，４０８ 
 12. 有 価 証 券 売 却 益  △１，１１３ △１４，０３７ 
 13. 関 係 会 社 株 式 売 却 益  △９５２ － 
 14. 売 上 債 権 の 増 加 額 △１５，９９０ △１４，４５０ 
 15. 棚 卸 資 産 の 減 少 額 ２，７９１ ５，６５５ 
 16. 仕 入 債 務 の 増 加 額 ５，７６８ １７，７１７ 
 17. そ の 他 ７，０８８ ２，１５５ 
        小          計 １９，２５７ ３２，０６４ 
 18. 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額  ３，２０１ ２，９１６ 
 19. 利 息 の 支 払 額  △４，００３ △１０，３４４ 
 20. 法 人 税 等 の 支 払 額 △５，９１６ △４，２６４ 
   営業活動によるキャッシュ・フロー １２，５３９ ２０，３７１ 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   
 1. 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 － △４，１０２ 
 2. 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 － ３８，０１０ 
 3. 有形固定資産の取得による支出  △１４，３６６ △２６，７０１ 
 4. 有形固定資産の売却による収入  ２，０４８ ８，７６０ 
 5. 投資有価証券の取得による支出  △２３７ △７１４ 
 6. 投資有価証券の売却による収入  ５，０２６ ２，２６９ 
 7. 子 会 社 株 式 の 売 却 に よ る 収 入  １，１０７ － 
 8. 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 － △４１１ 
 9. 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 ９４５ － 
 10. 持分法適用会社株式の追加取得による支出 △１，０４０ △３，１３６ 
 11. 貸 付 金 の 貸 付 に よ る 支 出  △２６ △７２ 
 12. 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入  ２７ ６０ 
 13. そ の 他 △５７４ １，２８１ 
   投資活動によるキャッシュ・フロー △７，０９１ １５，２４４ 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   
 1. 短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 △９，８９１ △２，０３３ 
 2. 長 期 借 入 に よ る 収 入  ３，７３６ ５，２５１ 
 3. 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出  △９，６５８ △８，５９８ 
 4. 社 債 の 発 行 に よ る 収 入 ２０，０００ － 
 5. 社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △１，６９０ △１０，４９１ 
 6. 配 当 金 の 支 払 額  △１，４０１ △２，８０９ 
 7. 少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額  △２３ △２１４ 
  8. そ の 他 △３５３ △１７４ 
   財務活動によるキャッシュ・フロー ７１９ △１９，０７１ 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額                   △２９８ △２，４６７ 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額                ５，８６９ １４，０７６ 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高                ６１，６１３ ４１，６７３ 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額                － ５，８６２ 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高                ６７，４８２ ６１，６１３  
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１． 連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 

  （１）連結子会社 

連結子会社数は６９社（国内２１社、海外４８社）であり、全ての子会社を連結の範囲に含めております。 

     主要会社名：エヌエスケー販売㈱、ＮＳＫアメリカズ社、ＮＳＫ－ＲＨＰヨーロッパ社、  

                     ＮＳＫインターナショナル（シンガポール）社 

  （２）持分法適用会社 

  持分法を適用する会社数は２２社（国内１４社、海外８社）であり、全ての関連会社に持分法を適用しております。 

     主要会社名：エヌエスケー・トリントン㈱、エヌエスケー・ワーナー㈱、㈱天辻鋼球製作所  

 

  （３）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結子会社  

・連結子会社との合併による減少：２社   ㈱エヌエスケー・アタゴ、エヌエスケー関西㈱  

・株式譲渡による減少              ：２社   ＮＳＫセフティ・テクノロジー社 ほか 

    ・会社清算による減少              ：１社   ＮＳＫファイナンス・オランダ社  

   持分法適用会社  

        ・異動なし 

 

２．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 海外連結子会社４８社および中外商事㈱の中間決算日は６月末日であり、新日本鋼球㈱の中間決算日は８月末日で 

あります。 

 中間連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じた連結会社間 

の重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 

３．会計処理基準に関する事項 

    （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

 ① 棚卸資産 

 製品及び材料は総平均法に基づく低価法、仕掛品は総平均法に基づく原価法であります。 

 ② 有価証券 

 その他有価証券 

  時価のあるもの：中間決算日の市場価格等に基づく時価法であります。 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

  時価のないもの：移動平均法による原価法であります。 

 

  （２）重要な減価償却資産の減価償却方法 

 有形固定資産 

 原則として定率法によっておりますが、一部の連結子会社及び国内会社の平成10年４月１日以降に取得した 

建物（建物附属設備は除く）については定額法を採用しております。 

   

   （３）重要な引当金の計上基準   

  ① 貸倒引当金 

 一般債権については貸倒実績率により、また貸倒懸念債権等特定の債権については回収可能性を勘案して個別に 

貸倒見積額を計上しております。 
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  ② 退職給付引当金 

  従業員への退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間期に 

おいて発生していると認められる額を計上しております。 

 なお会計基準変更差異については一時に費用処理しております。 

 ③ 役員退職慰労引当金 

  当社は役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

 

  （４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま 

す。なお、在外子会社等の資産及び負債は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中 

平均相場により円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めております。 

 

  （５）重要なリース取引の処理方法 

    主としてリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 

   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

       

  （６）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

              為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件 

     を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

       ヘッジ手段          ヘッジ対象 

       為替予約      外貨建債権債務 
   金利スワップ          借入金 

③ ヘッジ方針 

当社グループは、財務上のリスク管理対策の一環として、デリバティブ取引を行っております。外貨建債権債務の 

為替変動リスクを軽減する目的で為替予約取引を、また、借入金の金利変動リスク軽減の為に金利スワップ取引を行う 

ものとしております。 

 

  （７）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

       消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

４．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び 

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す 

る短期投資からなっております。 
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   （追加情報） 

    

（退職給付会計） 

 当中間期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計 

審議会 平成 10 年 6 月 16 日））を適用しております。 

 退職給与引当金及び適格退職年金過去勤務債務は、退職給付引当金に含めて表示しております。 

 

（金融商品会計） 

  当中間期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計 

審議会  平成 11 年 1 月 22 日））を適用しております。 

  期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有価証券に含まれている債券のうち１年内に 

満期の到来するものは流動資産の有価証券として、それら以外は投資有価証券として表示しております。 

  

（外貨建取引等会計基準） 

当中間期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」 

（企業会計審議会 平成 11 年 10 月 22 日））を適用しております。 

 前期において「資産の部」に計上していた為替換算調整勘定は、中間連結財務諸表規則の改正により、 

「資本の部」並びに「少数株主持分」に含めて計上しております。 
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５． セ グ メ ン ト 情 報  

１．事業の種類別セグメント情報 

  機械部品部門の売上高及び営業損益が全セグメントの連結売上高及び営業損益の生じているセグメントの営業 

損益の合計額の９０％超であるため、事業の種類別セグメント情報は記載を省略いたしました。 

 

２．所在地別セグメント情報 

         (単位 百万円)

     自　平成12年４月 1日
     至　平成12年９月30日

消    去
日  本 米  州 欧  州 アジア 計 又は全社 連  結

    売  上  高

( 1 )外部顧客に 173,074 40,099 36,174 19,145 268,494       － 268,494

   対する売上高

(2)       42,396 218 1,431 6,831 50,878 (50,878)       －
   

計 215,470 40,318 37,606 25,976 319,372 (50,878) 268,494

    営 業 費 用 204,772 37,514 39,057 23,830 305,174 (48,831) 256,343

    営 業 利 益 10,698 2,804 △1,450 2,146 14,198 (2,046) 12,151

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
      ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

             米   州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル
             欧   州：西ヨーロッパ諸国、ポーランド、トルコ等

             アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア等

      ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、１，９１８百万円
          であり、その主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

         (単位 百万円)

     自　平成11年４月 1日
     至　平成11年９月30日

消    去
日  本 米  州 欧  州 アジア 計 又は全社 連  結

    売  上  高

( 1 )外部顧客に 155,278 34,890 34,513 15,299 239,981       － 239,981

   対する売上高

(2)       35,076 77 1,176 6,234 42,565 (42,565)       －
   

計 190,354 34,967 35,689 21,534 282,546 (42,565) 239,981

    営 業 費 用 185,339 32,508 36,208 19,556 273,614 (40,580) 233,033

    営 業 利 益 5,014 2,458 △518 1,977 8,932 (1,984) 6,948

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
      ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域
             米   州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル
             欧   州：西ヨーロッパ諸国、ポーランド、トルコ等
             アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア等

      ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、２,６４２百万円
          であり、その主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

セグメント間の内部
売上高又は振替高

セグメント間の内部
売上高又は振替高
セグメント間の内部
売上高又は振替高

セグメント間の内部
売上高又は振替高
セグメント間の内部
売上高又は振替高

 

 

 

当  中  間  期 

前 年 中 間 期 

) ( 

( ) 
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３．海外売上高 

自　平成12年４月 1日
至　平成12年９月30日

米  州 欧  州 アジア 計

百万円 百万円 百万円 百万円 
 Ⅰ 海外売上高 42,789  36,581  35,695  115,065  

百万円 
 Ⅱ 連結売上高 268,494  

 Ⅲ 連結売上高に占める ％ ％ ％ ％ 

    海外売上高の割合 16.0 13.6 13.3 42.9

自　平成11年４月 1日
至　平成11年９月30日

米  州 欧  州 アジア 計

百万円 百万円 百万円 百万円 
 Ⅰ 海外売上高 37,184  34,472  28,626  100,283  

百万円 
 Ⅱ 連結売上高 239,981  

 Ⅲ 連結売上高に占める ％ ％ ％ ％ 

    海外売上高の割合 15.5 14.4 11.9 41.8

（注） １．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高で
           あります。
       ２．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
       ３．各区分に属する主な国又は地域

米  州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル等
欧  州：西ヨーロッパ諸国、ポーランド、トルコ等  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前 年 中 間 期 

) ( 当  中  間  期 

( ) 
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６ ． 生 産 ・ 受 注 及 び 販 売 の 状 況  
 

販 売 実 績          

                                                                                  (単位 百万円) 

当  中  間  期 
自 平成12年４月 1日 
至 平成12年９月30日 

前         期 
自 平成11年４月 1日 
至 平成12年３月31日 

 
製 品 別 

金 額 前年比 (%) 金 額 前年比 (%) 

軸 受 158,507 8.3 303,239 1.2 

自動車関連部品 67,811 15.4 117,472 8.0 

精密機器関連部品 19,792 32.8 33,126     12 .2  

機械 
 

部品 

小 計 246,111 11.8 453,838 3.6 

電 子 応 用 製 品 8,481 67.0 9,705 16.1 

そ の 他 13,900 △6.4 22,994 △12.9 

 
電子 
応用 
製品 
等 

  
小 計 22,382 12.3 32,700 △5.9 

合 計 268,494 11.9 486,539 2.9 
   (注) 1.当社の製品は多品種であり、適切な数量表示が困難なため、金額のみによって表示しております。 
   2.金額には消費税等相当分は含まれておりません。 
      
    
 
 
 

生 産 実 績          

                                                                                (単位 百万円) 

 
製 品 別 

当  中  間  期 
自 平成12年４月 1日 
至 平成12年９月30日 

前         期 
自 平成11年４月 1日 
至 平成12年３月31日 

軸 受 143,923 263,265 

自動車関連部品 45,639 76,654 

精密機器関連部品 19,968 31,164 

 
機 械 
部 品 

 
小 計 209,531 371,084 

電 子 応 用 製 品 等 9,413 13,146 

合 計 218,944 384,231 
  (注) 1.金額は平均販売価格によっております。 
   2.上記生産実績は外注加工費及び購入部品費を含んでおります。 
   3.金額には消費税等相当分は含まれておりません。 
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受 注 の 状 況           

   当社は主として受注による生産を行っておりますが、一部見込みによる生産を行っております。 

   受注状況は次のとおりであります。 

 

（受 注 高）                                                          (単位 百万円) 

 
製 品 別 

当  中  間  期 
自 平成12年４月 1日 
至 平成12年９月30日 

前         期 
自 平成11年４月 1日 
至 平成12年３月31日 

軸 受 159,105 304,659 

自動車関連部品 68,326 116,942 

精密機器関連部品 20,532 44,131 

 
機 械 
部 品 

 
小 計 247,964 465,733 

電 子 応 用 製 品 等 9,270 11,393 

合 計 257,234 477,126 

                                                

 

（受 注 残）                                                         (単位 百万円) 

 
製 品 別 

当  中  間  期 
自 平成12年４月 1日 
至 平成12年９月30日 

前         期 
自 平成11年４月 1日 
至 平成12年３月31日 

軸 受 67,673 66,126 

自動車関連部品 22,665 22,197 

精密機器関連部品 14,400 13,660 

 
機 械 
部 品 

 
小 計 104,739 101,984 

電 子 応 用 製 品 等 2,161 1,372 

合 計 106,901 103,357 
 

(注) 1.金額は平均販売価格によっております。 
          2 . 金額には消費税等相当分は含まれておりません。 
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７．有価証券 

 
前年中間期に係る「有価証券」については、個別中間財務諸表における注記事項としております。 
 
１．満期保有目的で時価のあるもの                                                   (単位：百万円) 

当 中 間 期 (平成 12 年 9 月 30 日現在) 
種  類 

連結貸借対照表計上額  時  価 差  額 

国債・地方債等 － － － 

社     債 － － － 

そ  の  他 － － － 

合     計 － － － 

 
 
２．その他有価証券で時価のあるもの                                                 (単位：百万円) 

当 中 間 期 (平成 12 年 9 月 30 日現在) 
種  類 

取 得 原 価 連結貸借対照表計上額  差  額 

(1)株式 ６２，０３４ １２５，８９９ ６３，８６４ 

(2)債券 国債・地方債等 ９ ９ － 

   社債 ４８９ ４７８ △１０ 

 その他 ５１ ５２ ０ 

(3)その他 ８５２ ７２４ △１２７ 

        合  計 ６３，４３７ １２７，１６５ ６３，７２７ 

 
 
３．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び中間連結貸借対照表計上額   (単位：百万円) 

種  類 当 中 間 期 (平成 12 年 9 月 30 日現在) 

  連結貸借対照表計上額 摘  要 

その他有価証券 非上場株式・出資金等 １，２２３ (店頭売買株式を除く) 

 非上場債券 ５００  

 ﾏﾈｰ・ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ・ﾌｧﾝﾄﾞ ３０，６９５  

 ﾌﾘｰ・ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ･ﾌｧﾝﾄﾞ １，２０７  

 中期国債ファンド １，００８  
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有価証券の時価等 
                                                (単位 百万円) 

前 期（平成12年3月31日現在） 
種        類 

連結貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益 
 流 動 資 産 に 属 す る も の    
   株  式 ６８，０６０ １６５，８６１ ９７，８００ 
   債  券 ５６４ ５４３ △２０ 
   そ の 他 ４４２ ３９３ △４８ 

   小  計 ６９，０６７ １６６，７９８ ９７，７３１ 

 固 定 資 産 に 属 す る も の    
   株  式 １１，５００ １０，５８５ △９１５ 
   債  券 － － － 
   そ の 他 ４９４ ５０４ ９ 

   小  計 １１，９９５ １１，０９０ △９０５ 

   合 計 ８１，０６３ １７７，８８９ ９６，８２６ 

 (注) 1. 時価の算定方法 
①上場有価証券 主に、東京証券取引所の最終価格によっております。 
②店頭売買有価証券 日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。 
③非上場の証券投資信託の受益証券 基準価格によっております。 

 
    2. 開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額 

(流動資産に属するもの) 残存償還期間が１年以内の非上場国内債券          １ 百万円 
 非上場株式（店頭公開株式を除く） ０  
 マネー・マネージメント・ファンド等 ３７，１６７  
 クローズド期間内の証券投資信託の受益証券 １，０００  
 非上場の外国債券 １，０００  
(固定資産に属するもの) 非上場株式（店頭売買株式を除く） ２８，８８８  
 出資金 ９９  
 クローズド期間内の証券投資信託の受益証券 １３  
 非上場債券等 ５１９  
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８．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 
※前年中間期に係る「デリバティブ取引」については、個別中間財務諸表における注記事項としております。 

 
当中間期 

 (単位 百万円) 

対 象 物 の 種 類 取 引 の 種 類 契 約 額 等 時 価 評 価 損 益 

金  利 ス ワ ッ プ 取 引    

    受取固定・支払変動 20,000 1,051 1,051 

    支払固定・受取変動 21,567 △1,089 △1,089 

    受取固定・支払固定 5,000 3 3 

合 計  46,567 △33 △33 

(注) 1. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、開示の対象から除いております。 
2. 「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金銭債権債務に振り当てられたデリバティブ取引 

等については、開示の対象から除いております。 
3. 時価は、金利スワップ取引を約定した金融機関から提示された評価額により算定しております。 

 

 
前期 

(1) 金 利 関 連          

                                       (単位 百万円)  

 前 期 （平成12年３月31日現在） 

種       類 契 約 額 等 

区 
 

分 

  うち一年超 
時 価 評 価 損 益 

金 利 ス ワ ッ プ 取 引     

 受 取 固 定 ・ 支 払 変 動 23,760 - 699 699 

 支 払 固 定 ・ 受 取 変 動 23,076 2,376 △712 △712 

市
場
取
引
以
外
の
取
引 

 受 取 固 定 ・ 支 払 固 定 5,000 - 7 7 

合 計 51,836 2,376 △6 △6 

   (注)   時価は、金利スワップ取引を約定した金融機関から提示された評価額により算定しております。 
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重 要 な 後 発 事 象 

 

   当社は、平成12年10月31日に次のとおり固定資産の譲渡契約を締結致しました。 

(1) 内    容   多摩川工場跡地 

(2) 所 在 地   東京都大田区下丸子二丁目309番地 

        土地 19,264.5㎡ 

(3) 譲渡価額   11,072百万円 

(4) 譲 渡 益    9,340百万円 

(5) 譲 渡 日   平成13年5月末日 


